年  月  日申請　　　年  月  日改訂　　改訂番号：

申請団体名

事業計画　概要表（緊急初動調査用）（1頁以内）
	事業名
	●事業名は何（一定の地域なのか、一定の人々なのか）を対象に、どのような調査事業を行うのかがわかるようにする。単に「～に対する調査事業」という事例は望ましくない。

●ただし、事業開始後に調査予定地など対象を変更する可能性があれば、対象を狭め過ぎないようにする。

	開始日
	年　月　日
	終了日
	年　月　日
	日数
	日間

	団体名
	●合同調査団の場合は契約団体名
	担当者名
	●合同調査団の場合は契約団体の担当者名


	JPF助成申請額　　　　　　　　
	円
	％
	


	直接事業費
	円
	（　％）
	
	日本国内

（都市名）
	事業対象国名

	間接事業費
	円
	（　％）
	
	
	

	その他資金
	円
	％
	国際スタッフ
	人役
	人役

	事業費総額
	円
	
	現地スタッフ
	
	人役


	事業目的
	●事業名が調査目的を体現していることを踏まえ、さらに噛み砕いた内容を記載する。

●緊急調査の必要性を本項で触れておくと良い。

	事業概要
	●調査対象地について触れること。
●いかに事業目的が達成されるかを記載する。

	事業内容（骨子のみ記入）

	●調査の骨子を、どこで、何を、どのような観点から調査するのか等を簡潔に記載。

（JPF対応開始前のため、申請団体自身の事業立案の観点だけでなく、JPFが対応を開始するために必要な情報収集を行うのかという観点からの記載が必要）


調査行程案
	第1週

○○○○/○○/○○

～○○○○/○○/○○
	第2週

○○○○/○○/○○

～○○○○/○○/○○
	第3週

○○○○/○○/○○

～○○○○/○○/○○
	第4週

○○○○/○○/○○

～○○○○/○○/○○

	1. ○○地方調査に必要な許可証取得や、地方行政官らとの調整
2. ○○地方訪問に必要なロジ手配
3. 現地政府関係機関、国連諸機関、NGO関係者などからの情報収集
4. 物資配布を行う場合の実施可能性調査および現地協力団体の選定

5. ○○地方での被災状況調査
	1. ＸＸ地方の関係行政機関、コーディネーションハブでの国連諸機関、NGO関係者などからの情報収集
2. ＸＸ地方での被災状況調査
	1. JICA事務所訪問・情報収集

2. ※※地方の関係行政機関、コーディネーションハブでの国連諸機関、NGO関係者などからの情報収集
3. ※※地方での被災状況調査
	1. 必要に応じて追加調査
2. 調査報告書の作成

3. 日本大使館表敬訪問
4. 帰国


事業計画書（原則5頁以内）
1. 事業名


2. 団体名　●合同調査団の場合は契約団体名

3. 事業期間　　　　　年　　月　　日　～　　　　年　　月　　日　（　　　日間）
4. 予算　　　　　　円（うちＪＰＦ助成額　　　　　円、自己資金　　　　円）

5. 国内担当者名　●合同調査団の場合は契約団体の担当者名　
6. 事業目的（事業全体として目指す成果）
●概要表の事業目的と同じで良い。
7. 事業概要（事業地名、各コンポーネントの繋がりも明記のこと）
●概要表の事業概要と同じで良い。
8. 事業内容
＊事業内容の記述に関しての注意事項
●調査地域について、なぜその地域を選んだかを説明する。

●調査を行う地域、調査対象、どのような手法で現地住民のニーズを汲み取るかを簡潔に記載。調査行程について、概略は上記「調査行程案」に記載。必要に応じて本項で詳細を説明。

●調査対象が適切なプロセスを経て選ばれていること（恣意的に選ばれたものではないこと）を示すことが重要である。
●合同調査団の場合、申請時点で想定される調査参加団体名を記載

●助成ガイドライン細則3第3条の初動対応発議に準じ、本項において以下の項目を可能な限り網羅できる調査内容の記載が望ましい。
（１）現地被災状況：災害規模や被害状況について情報

（２）各国政府、国際機関･NGO 等による支援状況について情報
・  国際社会に対する支援要請に関する被災国政府の方針
・  国連緊急アピールや、国際 NGO の現地での支援着手状況
・  日本国政府・機関の対応方針として外務省、JICA の支援方針
（３）支援ニーズ：調査申請段階で確認されている支援ニーズと想定される今後の支援ニーズの動向とその判断の情報
（４）事業展開の想定：申請団体としての今後の支援方針
　　※（２）については以下の点についても申請時点の想定で可能な限り記載


分野別クラスターの調査：どの分野のクラスター会議、国連機関をヒアリングするか。

受入国政府当局の調査：ヒアリングを行う予定の中央政府省庁および地方行政機関

その他のアクターの調査：現地日本大使館、JICA事務所、現地商工会のヒアリング計画
●スフィア・スタンダードについて関連する調査項目が想定される場合は可能な限り記載。
（例：シェルター用の土地確保、トイレ等衛生設備の状況…など）
●予算書に計上されている経費の使途にも触れる。

●必要に応じて詳細は添付別紙とする。

9. 事業管理体制
（1） 人員配置（その妥当性が分かるように説明）
●国際スタッフの役割と現地の上級スタッフの役割と必要性について触れ、他の現地スタッフの役割については「人役・従事業務詳細」の通りとすることでも良い。
●治安上の問題も含め、事業の拠点をどこに設置するかも記載。
（2） 資金管理（現地における口座開設、日本からの送金方法等）
●団体名で銀行口座を開設している場合は、詳細な記載は必要ないが、当該団体が口座を開けない場合は、その対応について詳述する（既に他事業などで開設済み口座を使用する場合はそのことを記載）。
●他団体（現地提携・協力団体を含む）の口座を借りて事業を行う場合は、事業資金の出納を国際スタッフが管理していることを示す必要がある。
●「当団体の会計規則に則って」との記載が散見されるが、その会計規則の内容が適切なのか判断できない為、他団体の口座を借りて事業を行うのでなければそのような記載は必要ない。
10. 安全管理体制
●「安全5原則」には安易に触れない。（「5原則」は、原則として、「退避勧告地域」においてのみ適用される。

●現地から本部への定時連絡（可能であれば）、治安情報の入手方法、万が一の際の安否確認方法などについても具体的に記載。
　
11. その他の関連情報
（1） 申請団体による同国内での関連事業（自己資金や他の助成金により、同国内で過去または現在実施されている事業がある場合、本事業が申請団体の国別プログラムの中でどのように位置づけられるのかを記載）
（2） その他
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